●特別条項付き協定（平成22年4月1日より一部改正施行）
　臨時的に限度時間を超えて時間外労働を行わなければならない特別の事情が予想される場合に特別条項付き協定を結べば、限度時間を超える時間を延長時間とすることができます。

※　特別条項付き協定が変わりました（平成22年4月1日～）
○平成22年4月1日から、限度時間を超える時間外労働の抑制を目的とする改正が施行されます。
○特別条項付き協定を結ぶ際には、新たに、
　①　限度時間を超えて働かせる一定の期間（１日を超え３か月以内の期間、１年間）ごとに、割増賃金率を定めること
　②　①の率を法定割増賃金率（２割５分以上）を超える率とするよう努めること
　③　そもそも延長することができる時間数を短くするよう努めること
　が必要になります。
○平成22年4月1日以後に特別条項付き協定を締結又は更新する場合には、　特別条項付き協定の例及び要件は以下のとおりになります。（★が新しい内容です。）
（例）「一定期間における延長時間は、１か月45時間とする。ただし、通常の生
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注２，３）
産量を大幅に超える受注が集中し、特に納期がひっ迫したときは、労使の協議
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注４）
を経て、６回を限度として、１か月60時間までこれを延長することができる。
　　　　（注５）　　　　　　　　　　　　（注６、★注７）
なお、延長時間が１か月45時間を超えた場合の割増賃金率は30％とする。」

　　　　　　　（★注８、★注９）
この場合、次の要件を満たしていることが必要です。
□原則としての延長時間（限度時間以内の時間）を定めること。（注１）
□限度時間を超えて時間外労働を行わせなければならない特別の事情をできるだけ具体的に定めること。（注２）
□「特別の事情」は、次のア、イに該当するものであること。（注３）
　□ア．一時的又は突発的であること。
　□イ．全体として１年の半分を超えないことが見込まれること。
□一定期間の途中で特別の事情が生じ、原則としての延長時間を延長する場合に労使がとる手続を、協議、通告、その他具体的に定めること。（注４）
□限度時間を超えることのできる回数を定めること。（注５）
□限度時間を超える一定の時間を定めること。（注６）
★□限度時間を超える一定の時間を定めるに当たっては、当該時間をできる限り短くするよう努めること。（注７）
★□限度時間を超える時間外労働に係る割増賃金の率を定めること。（注８）
★□限度時間を超える時間外労働に係る割増賃金の率は、法定割増賃金率を超える率とするよう努めること。（注９）
